
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

」出:塑」壁塾1二:塾:L4=_全国墨」塑:翌:亜:二塁」菫艶 ]堅:塗i

l 事業の成果

薬物依存症に対する正 しい理解と、本人や家族に対する相談、治療、社会復帰等の支援等を改善するため、

行政等に対し働きかけを行い、また、家族会へのメッセージ活動、相談事業、復帰促進事業、助成金事業 (文

科省、厚労省、日工組から)を展開した。幅広く薬物依存症問題解決に向け事業を展開できた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業                 (事 業費の総費用 【3,145】 千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【736】 千円)

定款に記載された

事業名
事業内容 日時 場 所

従事者

人数

受益対象者

範囲

受益対象者

人数

事業費

(千 円)

薬 物 依 存 症 者
に 対 す る正 し
い 理 解 と健 全
な精 神 保 健 理
念の普及・啓発
に関する事業

厚労省民間団体支援事業
でフォーラム開催

11月 1日 Z00M

理事他

検討委

員 7名

会員、一般、

関係機関
350人 795

機関紙作成 と配布 4回発行 事務所 理事 5名 会員、関係者 2,000人 732

ホームベージ管理 通 年 事務所 理事 1名 会員、関係者 800人 70

依存症予防教育実施
8月 23日

11月 8日

Z00卜 1

郡 山ユラックス熱海

理事 3名

会員 l名
一般 247人 809

薬物依存症者
を抱 える家族
へ の相 談援助
に関する事業

家族会メッセージ活動 通 年 神戸家族会等
理事 6

名
家族会参加者 10人 75

電話相談 通 年 事務所 理事2名 一般 200人

薬物依 存症者
に必要 な医療
対策と、保健・
福祉諸制度 の
向上 。発展に関
する事業

文科省 。厚労省・法務省
に薬物依存問題の質問書
提出

11月 1日 東京都

理事 ll

名

関係者

10名

会員、ダルク

関係機関役所
75

薬物依 存症者
の社会復帰 。社
会参加 を支援
す る施設等 の
設 置促 進 に関
する事業

女性シェルター支援 通 年 女性シェルター 理事 1名 入所者家族 150名 0

地 域 家 族 会 の

育成支援 と、地
域 の 人 々 との

交 流 に 関す る
事業

日工組助成金講師派遣事
業

通 年

各家族会

(20ヶ 所 )

理事 6名
会員、一般市

民等
390人 589

関係機関、団体
との連 絡 調 整
に関す る事業

ダルク支援 通 年 全 国 理事 2名 実施な し 0

定款に記載された

事業名
事業内容

日

時
場 所

従事者

人数

事業費

(千 円)

不動産賃貸事業 女性シェルターヘの不動産賃貸 通 年 栃木県下野市 理事 1名 736



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和 2年度 活動計算書 (そ の他事業が金う場合 )

生定土豊 I上舌]1嵯込全国基塑1撻自i醒鬱t鏃全連全全

特定非営利活動に係る事業 その他事業
科 目

金   額 小計・ 合計 金   額 小計 ・合計
合 計

1,500,000
166,000

1,666,000 1,666,000

385,000 385,000

2,194,2882,194,288
2,194,2881

1,317,000

1,317,000

1,317,000

29

711,326

711,355 67,598 778,953

4,956.643 1,384,598 6,341,241経常収益 計

481,590 3,105,578

721,164

444,324
1,224

762,027
391,324
136,781

8,275

2,623,988

156

106,942

51,771

279

341

68,368
39,022

4,955

186,208

41,260
63,944
23,213

54,000

481.591 3,105,5782,623,98〔

1,085

848

848

237

237

254,384 774,839520,455

12,200

41,220
50,388

416,647

51,482
14,047

116,153

3,402

69,300
254.621 775,924521,300

3,145,291 736.211 3,881,502

【B】  経

経常費用 計

1.811.352 648,387 2,459,739当期経常増減額  【A】 一 【B】 ・・・①

【C

経常外収益 計

固定 資産売却損

過 年度損 益修正損

D

計

当期経常外増減額 【C】 ― 【D】 ・・・②

648.387 -648.387経理 区分振 替額 ③

2,459,7392,459,739
294,500

18,839,136
⑤

⑥

法人税、住民税及び事業税

前期繰越正味財産額 ・・

21,004,375

+②十③・・・④

④

1事 業 報 告 用
|

正会員受取会費

受取寄附金

ィく動産賃貸事業収益

受取利息

売上原価

諸謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

水道光熱費

減価償却費

保険料

租税公課

支払手数料

(1)人件費

役員報酬

給料手当

通勤費

印刷製本費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

水道光熱費

地代家賃

広告宣伝費

新聞図書費

諸会費

支払手数料

経 常 外 収 益

固定 資産売却益



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

生定LttЁ型孟昌証と塁ノ墜錘 聾皇塾笙 ヱZ症三塁鰹会豊 含全

(単位 :円 )

A の

1 流動資産

現金預金

未収金

棚卸資産

8,360,136

795,000

192,281

産合計 ① 9, 347,41

2 固定資産

(1)有形固定資産

建物

建物付属設備

土地

1,008,370

373,059

11,280,823

(2)無形固定資産

ソフ トウェア

(3)投資その他の資産

敷金 42,000

固定資産合計 704,

【A】 資 産 合 計 ①+② 22,051,669

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計 ③+④

515,768

12,000

300,000

6,426

213,100

1,047,294

ｎ

ｖ

1,047,294

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

18,839,136

2,165,239

21,004,375

【B】  負債及び正味財産合計 【B-1】 +【 B-2】 22,051,669

未払金

前受金

預 り保証金

預 り金

未払法人税等

1流動負債

2 固定負債

長期借入金

固定負債合計 ・・・④

前期繰越正味財産額



16 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準による。

(1'棚 卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法

(2)固 定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づき償却。

(3)消費税等の会計処理

税込

2.事 業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

生農』」皇壼匿動法人塗」匡L基」勿1底在症養菱」遠途漣全全

円 )

科 目
普及啓発

事業
相談援助

事業
医療福祉
向上事業

設置支援
事業

交流事業
不動産

賃貸業
管理部門 合 計

544,204

1,274,530
294,534

1,604,856

16,964

39,730
9,181

16,964

39,730
9,181

133,223

312,010
72,104

589,432
1,317,000

67,598

1,666,000
385,000

2,194,288
1,317,000
778,953

3,718,124 65,875 65,875 1,106,769 1,384,598 6,341,241

1,085 1

1,085 1,085

551,708
0

339,153
395,352

192,288

91,044
0

0

0

18,109

6,331

0

39,606
0

17,198

0

10,572

12,324

5,994

2,838
0

0

0

565

197

0

1,235

0

17,198

0

10,572

12,324

5,994

2,838

0

0

0

565

197

0

1,235

0

135,060

0

83,026
96,784
47,073
22,288

1,550

0

9,695
0

′
４

・
４

54,000

39,990
186,208

41,260
63,900
69,300

1,280

1,565

313,611

178,997

75,440

200

106,483

64,435
532,800

15,602

54,000
721,164

1,280

444,888
830,395
430,346
234,438
186,208

41,260
64,100
199,455

72,710
532,800
51,771

15,602

1,290,413 3,880,4171,633,591 50,923 50,923 399,909 454,658
1,633,591 50,923 50,923 399,909 454,658 1,291,498 3,881,502

2,084,533 14,952 14,952 706,860 929,940 △  1,291,498 2,459,739

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

通勤費
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費

売上原価

諸謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費
通信費
消耗品費

減価償却費

保険料

租税公課

支払手数料
水道光熱費
地代家賃

会場設備費

諸会費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金額
一 一 ― ― 一

一 一

:円 )



期末残高 備 考 ´
´

´
内 容 期首残高 当期増加額

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円ですЭ

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

収入に紐づく直接的経費を事業費に、その他の管理等のための経費を管理費としている。

その他の事業に係 る資産の状況

不動産賃貸収入を得るための建物及び建物付属設備を有 している。

７

，

8

科 目 期首取得価額 取得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

42,000

2,719,177
750,000

11,280,823

42,000

2,719,177
750,000

11,280,823

1,710,807
376,941

42,000

1,008,370

373,059
11,280,823

14,792,000 2,087,748 12,704,25214,792,000

有形固定資産

建物
建物付属設備
土地

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 上期返麟ニ 一期末残高

科 目

計算書類 に

計上 された

金額

内、役員と
の取引

内、近:昇者
及〃疲 配法
′
入 との取引

//
/活動計算書計

(貸借対照表)

表 計

_=仝剰―一´´~

//



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録
事 業 報 告 用

生農畳議蟻廻駆込全曰到吻広Z]□西自稼基金連合会

円 )

795,000 （Ｕ〈ＵＡ
Ｕ

Ｏ
υ

７
１

192,281∩
Ｘ
）

０
乙

０
／“

Ｑ
υ

現金預金

現金

ゆ うちょ銀行普通貯金

ゆ うちょ銀行普通貯金

三井住友銀行普通預金 8,360,136

棚卸資産

機関誌在庫

未収金

文科省

282,168

4,455,590

2,285,504

1,336,874

9,347,417資産合計

1,008,370

373,059

11,280,823

42,000

12.704.252

1,008,370

373,059

823

2
1

2

11 28

42 000

建物付属設備

貸付用

3

建物

貸付用

土地

栃木県下野市

ソフ トウェア

オペレーションシステム

敷金

事務所

22,051,669

515,768

12,000

300,000

047
未払法人税等

6,426

213,100

長期借入金

銀行借入金

未払金

文科省助成金返金予定分

前受金

翌年分会費

預 り金

源泉徴収税

預 り保証金

女性シェルター

1,047,294【B-1】 負債合計 ③+④

21,004,375【B-2】 正味財産合計  【A】 一 【B-1】

】 産  `7)【̀

【A】 資産合計 ①+②

流動負債合計 ・・・③
2

11



書式第 18号 (法 第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 Jl荒雅だぢF鵠 繕lξttξ繹′ξ織謂覗哲
所並

塾亜墨上豊壺Ш五ヨ壁塁△_二全旦墨艶重重l庄五塑菫塗豊全全_

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

氏    名

1
監 事

ヨコカワエ ミコ 令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年横川江美子

監 事理 事

カワカ ミフ ミコ 令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年   月   日川上 文子

3

/´
~｀

ヽ

く翌壼ノ監事
カタヤマキョウコ 令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年   月 日

日年 月片山享子

4 監 事理 事

コバヤシコウジ 令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年   月   日

年   月    日小林恒司

5 監 事理 事

シゲ ミツナオ ミ 令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月   日

月   日重光尚美

6 監 事理 事

ンバ タクニ ヒコ 令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日柴田邦彦

7 監 事

トミイタテオ 令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年   月   日冨井建夫

8 監 事理 事

ナカムラマサアキ 令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年中村公昭

9

マツイヤスヨ 令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年   月   日

年  月  日松井康代

10

-?y.l 3: 令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年   月   日

午  月  日松井由美

/ ヽ

使里ラナ監事

/~~ヽ

く翌壼ノ監事



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11 監 事

フジタミドリ

藤田みどり

令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年   月   日

年   月   日

12

マキノテルノブ

牧野光伸

令和 2年 4月  1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年

/́´~＼

理事tt、塁う)



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 NPO全国薬物依存症者家族会連合会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1

横川江美子

2

川上文子

3

片山享子

4

小林恒司

5

重光尚美

6

柴田邦彦

7

冨井建夫

8

中村公昭

9

松井康代

10

松井由美

11

藤田みどり

12

牧野光伸


